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13款 教 育 費（明細書454頁） 

教育費の支出済額は、1,082億2,945万8,491円、翌年度繰越額205億5,490万8,550円で、不用額が70億

4,161万8,959円となっている。 

１ 学校教育 

教職員の働き方・仕事の進め方改革として、学校運営体制整備事業では、教職員事務支援員を小・

中学校28校に配置したほか、部活動推進事業では、部活動指導員を中学校７校に配置した。また、教

職員の勤務時間外の電話対応業務を軽減するため、留守番電話を117校に設置した。さらに、学校へ

の法的なアドバイスを担当する非常勤職員を配置した。 

学校ふるさと応援寄附金事業では、学校を指定した寄附受納を可能とし、学校独自の取組や課題解

決を推進した。 

キャリア在り方生き方教育推進事業では、全校実施を支援し、かわさきパラムーブメントのレガシ

ーである「多様性を尊重する社会をつくる子どもを育むまち」の形成に向けて、かわさき共生＊共育

プログラムの実施と関連させて推進した。 

児童生徒指導・相談事業では、いじめや不登校などに対応するため、スクールカウンセラーの配置

等を行うとともに、各区に１名以上スクールソーシャルワーカーを配置し、社会福祉等の専門的な見

地から課題を抱える児童生徒への支援を充実させた。 

読書のまち・かわさき事業では、学校図書館の充実に向けて、小学校の学校図書館への学校司書の

配置を28校から35校に拡充した。 

学校運営協議会推進事業では、学校運営協議会（コミュニティ・スクール）の設置校を10校から15

校に拡充し、学校・家庭・地域社会が一体となった学校運営の取組を推進した。 

児童支援コーディネーター専任化事業では、小学校全校の専任の児童支援コーディネーターが、一

人ひとりの教育的ニーズに加え、児童虐待、貧困、外国につながりのある児童等に的確に対応した。 

新学習指導要領に対応するため、外国語指導助手の配置を91人から101人に拡充した。 

小学校等給食運営事業及び中学校給食推進事業では、川崎らしい特色ある「健康給食」を推進する

とともに、小中９年間にわたる体系的・計画的な食育を推進した。 

２ 社会教育 

地域における教育活動の推進事業では、子どもの泳力向上に向けて、地域の教育資源であるスイミ

ングスクール等と連携し、泳ぎが苦手な子どもを対象に水泳教室を実施した。 

学校施設有効活用事業では、地域の活動拠点として学校施設の更なる有効活用を推進する取組を進

め、市民の生涯学習環境の整備を推進した。 

地域の寺子屋事業では、地域ぐるみで子どもの学習や体験活動をサポートし、多世代で学ぶ生涯学

習の拠点づくりを進めるため、地域の寺子屋を市内47か所から55か所に拡充して開講した。 

文化財保護・啓発事業では、市内文化財の調査や保存修理等を実施した。また、国史跡橘樹官衙遺

跡群については、史跡めぐりや現地見学会等の開催による史跡の周知や、国史跡橘樹官衙遺跡群整備

基本計画に基づいた整備に向けた取組を推進した。 

宮前市民館・図書館整備事業では、鷺沼駅前地区再開発事業に伴う市民館・図書館の移転に向けて、

市民意見等を取り入れながら、基本計画の策定に向けた取組を推進した。 

日本民家園及び青少年科学館では、魅力ある博物館運営を実施した。 

３ 教育施設整備 

児童生徒の増加に対応するため、新川崎地区における小学校新設に向けた取組を推進したほか、木

月小学校増築の基本設計等を行った。また、安全で快適な施設整備を計画的に進めるため、学校トイ

レの快適化実施校を７校から30校に拡充したほか、エレベータ整備等を実施した。さらに、学校施設

の教育環境の改善と長寿命化の推進により財政支出の縮減を図る「学校施設長期保全計画」に基づき、

既存校舎等の改修による再生整備と予防保全の工事を実施した。あわせて、学校防災機能整備事業と

して、窓ガラスの飛散防止対策等の非構造部材の耐震対策やブロック塀の安全対策等を進めたほか、

発電機の全校整備が完了した。 






























